
事業承継における税理士への期待と役割
～事業承継の現場から、お願いしたいこと～

独立行政法人中小企業基盤整備機構　事業引継ぎ支援全国本部

プロジェクトマネージャー　宇野 俊英
１．高まる税理士への期待
経営者が、事業承継を相談した専門家として、まず上がる
のが「公認会計士・税理士」です。2019年版中小企業白書に
よると、事業承継した経営者の実に72.5％、廃業した経営者
の87.6％が相談をしています。
政府は今後10年間を事業承継の集中支援期間とし、後継
者選定状況に合わせ、税制措置等による支援、後継者探し
のためのマッチング支援等の支援を実施していきます。こう
した動きからも、経営者の一番身近な相談者である税理士
の皆さまへの事業承継支援の担い手としての期待は、ます
ます大きくなっています。

２．税理士の皆さまにお願いしたいこと
（１）税理士の役割
では、経営者は「公認会計士・税理士」にどのような相談
をしているのでしょうか。2019年版中小企業白書によると、
事業承継に関する相談内容で役に立ったことは①引退する
までの手段や計画を整理できた（50.7％）、②事業継続の可
否を決定することができた（15.0％）、③税の手段を知ること
ができた（14.3％）となっています。これらを見ると税のことだ
けでなく、経営者が引退するまでのプロセスや今後の事業
継続に関すること等、内容は多岐に亘っており、経営全般に
係るコンサルティングの役割が期待されていることがうかが
えます。

（２）事業承継への取り組み
後継者不在企業を放置しておけば、経営者は廃業に考え
が傾きます。支援者からは現経営者に事業承継を切り出す
ことは引退を促すように聞こえがちという思いから、「事業
承継はセンシティブで、簡単に切り出せない」という声をよく
聞きます。
しかしながら、後継者育成を含めた事業承継は一般的に5
年～10年は必要といわれます。是非、日ごろの関係性を活か
し「早期の準備」に向けた、アドバイスをお願いいたします。
それが、顧問先の持続的な成長につながります。
また、税理士の皆さまにとって、M&A領域をご自身の支
援メニューに加えることはビジネスチャンスです。例えば、
事業承継支援のみならず、成長意欲が高い顧問先に後継
者不在企業とのM&Aを提案することは顧問先の成長促進
に寄与することとなりますので、ぜひ、取り組んでいただき
たいと思います。

3．国の支援策と税理士の皆さまへのお願い
（１）事業承継ネットワーク
事業承継ネットワークは、地方自治体等と連携し、経営者
に事業承継への「気付き」を促すもので、「プッシュ型」の
「事業承継診断」により、ニーズを堀り起こし、適切な支援機
関に取り次ぐと共に、地域の専門家による支援も実施します。

（２）事業引継ぎ支援センターとその活用
事業引継ぎ支援センター（以下「センター」という）は各
都道府県に設置された国の支援機関です。センターでは、
事業承継全般の相談を受けますが、特に役員・従業員承継
や第三者承継を中心に支援する課題解決機関です。税理
士の皆さまには是非、次の3つの局面での相互補完をお願
いたします。

①後継者未定・不在企業のご紹介
まずは、後継者未定・不在企業のセンターへのご紹介を
お願いいたします。該当する顧問先等をぜひ、ご紹介いた
だき、連携して課題解決に取り組みたいと思います。

②外部専門家もしくはマッチングコーディネーターとして
の実務支援
次に、センターに外部専門家もしくはマッチングコーディ
ネーター（以下「ＭＣ」という）として登録、M&A事業に参
入し、事業引継ぎにご支援いただきたいと思います。
それぞれの役割ですが、外部専門家はM&Aフローの
財務や法務等専門部分を支援し、ＭＣは候補先探索を
含めたM&Aフロー全般を支援します。登録当初はセン
ターと連携して支援を開始しますので、参入障壁は高く
ありません。
また、センターでは、マッチングの相手先探索のため
NNDB（ノンネームデータベース）をインターネット上で提
供し、全国のセンター並びに登録機関の登録案件から探
索できるツールとして活用しています。

③PMI 
最後にM&A完了後のPMIでの支援のお願いです。
M&Aに関しては、クロージング後の支援が肝心です。セ
ンターは人員も限られ、対応が困難な状況ですので、是
非、この分野でのご支援をお願いたします。

４．終わりに
事業承継は企業にとって重要な経営課題ですが、経営
者が行動を開始するまでには時間的、心理的な壁が存在し
ます。また、後継者育成には相応の時間が必要であり、税
務、会計、法務そして目に見えない知的資産等、承継には
様々な視点からの検討・支援が必要です。税理士の皆さま
には顧問先だけでなく、後継者未定・不在企業が「望まな
い廃業」を選択しないよう、ご支援をお願いいたします。
そして、税理士の皆さまにはM&A事業への参入等による
支援領域の拡大と事業承継ネットワークやセンターの利活
用により、企業の新陳代謝を促していただきますよう重ねて
お願いいたします。


